
平成２６年度評価　整備事業（産地競争力の強化）（長野県　平成２３年度事業）

Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（長野県　平成23年度）

メニュー
①

メニュー
②

事業内容 事業費
備
考

（円）

（工種、施設
区分、構造、
規格、能力

等）

交付金 都道
府県費

市町村費 その他

塩尻市
塩尻市農
業協同組
合

果樹(りん
ご・も
も・なし)

全出荷量のう
ち、県の奨励品
種の出荷量の割
合が15ポイント
以上

(平成22年
度)

　　81.0%

81.00% 85.50% 85.74% 96.00% 31.6％

JA塩尻市果
樹産地構造
改革計画に
基づく、改
植を進め
た。

果樹(り
んご・も
も・な
し)

全出荷量の
うち、契約
取引の割合
が15.8ポイ
ント増加

34.20% 34.00% 35.00% 46.00% 50.00% 74.6%

凍霜害により
全出荷量が計
画対比53%とな
り、特に主力
のなしは、計
画対比41%で
あった。前年
に引き続き、
既取引先との
数量増加や新
規取引先開拓
を進めている
中で、数量確
保が困難とな
り、多くの契
約を断念し
た。

集出荷貯蔵施
設
　集出荷施設
・果実選果機
(内部品質セ
ンサー一式２
条)
・荷受・製品
置き場　644
㎡
・冷蔵庫45.0
㎡
（W8.90m*D5.
05*CH3.5m)

125,479,200 29,120,000 0 4,250,000 92,109,200 H24.2.24

凍霜害により、出荷
量が大幅に減少した
ため、奨励品種の出
荷割合、契約取引の
割合ともに前年を上
回ったものの、目標
を達成できなかっ
た。H26は、凍霜害も
なく例年並みの出荷
量と見込まれてお
り、また契約取引量
も増えているため、
目標を達成できる見
込み。

主力品目のなしのう
ち奨励品種でない品
種は開花期に凍霜害
が発生しなかった一
方、奨励品種は開花
期に凍霜害が発生し
たため計画出荷量を
確保できなかった
（計画比りんご88%、
なし41%、もも64%）
ため、目標を達成で
きなかった。奨励品
種への改植や契約取
引量増加への取組は
進んでおり、例年通
りの出荷量が確保で
きれば、目標は達成
できると見込まれる
ため、次年度に期待
したい。

中野市
中野市農
業協同組
合

畜産生産
基盤育成
強化(豚
肉)

肥育豚における
出荷生産物のう
ち「上」に格付
けされる割合が7
ポイント増加

(平成22年
度)

　　53%

(平成23年
度)

　　53%

(平成24年
度)

　　54%

(平成25年
度)

　　55%

(平成25年
度)

　　60%

28.5%

エコフィー
ド飼料につ
いて軟脂対
策等の改良
を行い、上
物比率が２
ポイント増
加した。
しかし、飼
料要求率が
低下するな
ど新たな課
題が出たこ
とで目標の
達成には至
らなかっ
た。

畜産生産
基盤育成
強化(豚
肉)

肥育豚１頭
当たり生産
コストを
11％削減

(平成22年度)

29,905円/頭

(平成23年度)

29,905円/頭

(平成24年度)

29,405円/頭

(平成25年度)

29,905円/頭

(平成25年度)

26,615円/頭
0.0%

コスト削減の
ため、安価な
エコフィード
飼料を使用し
たが、全体的
な飼料価格の
高騰で飼料費
が6%上昇した
ことや、事故
率が高くなっ
たことで目標
が達成できな
かった。
また、畜舎増
設に伴う出荷
頭数増によ
り、労働費は
11%削減するこ
とができた。

家畜飼養管理
施設
鉄骨パイプハ
ウス　２棟×
462㎡

26,328,421 10,000,000 0 0 16,328,421 H24.3.23

「成果目標の具体的
な実績」のとおり、
目標を達成すること
ができなかった。今
後は①飼料に占める
キノコ使用済み培地
の使用量を減量し、
飼料要求率を向上さ
せる。さらに、飼料
の給仕方法を肥育段
階にあわせて二段階
であったものを三段
階とし、細やかな飼
養管理を実施して上
物比率の向上を図
る。
②飼料価格は高止ま
りしているため、飼
料費によるコスト削
減は限界があること
から、繁殖豚を100頭
（現状60頭）導入し
一貫経営比率を高
め、導入子豚費を削
減することで生産コ
ストを削減したい。
③また、キノコ廃培
地を利用した敷料の
導入により、敷料費
の削減を図るととも
に、豚の快適性を確
保し事故率を低下さ
せることでの収益性
を確保し、ストレス
のない健康な豚を出
荷することで格付け
の上昇を図る。

飼料価格の平均が計
画当時から17％上昇
する社会情勢のな
か、エコフィード飼
料を使用する等生産
コスト削減努力をし
た結果、計画当時と
同等に抑えられた。
今後は、飼料に部分
的に配合飼料を使う
など、適正なコスト
による飼養管理を徹
底するとともに、高
い状態で推移してい
る事故率の原因を明
確にし、改善指導す
ることで健康な豚の
出荷頭数を増やすこ
ととし、総じて1頭当
たりのコスト削減と
上物比率の向上を目
指すよう指導する。

市町村名
事業実施
主体名

成果目標の
具体的な実

績①

成果目標の
具体的な内

容②

事業実施後の状況②

成果目標の具
体的な実績②

特別枠
加算の
取組の
具体的
な実績

（対象作
物・畜種
等名）②

計画時
（平成22年）

２年後
（平成24

年）

３年後
（平成25

年）

目標値
（平成25

年）

事業実施後の状況①

達成率

都道府県の評価

（対象作
物・畜種
等名）①

計画時
（平成22

年）

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評価

１年後
（平成23年）

成果目標の具体
的な内容① ２年後

（平成24年）
３年後

（平成25年）
目標値

（平成25年） 達成率

１年後
（平成23

年）
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伊那市
駒ヶ根市
辰野町
箕輪町
飯島町
南箕輪村
宮田村
中川村

上伊那農
業協同組
合

【穀類乾
燥貯蔵施
設等再編
利用】
（米、麦
又は大豆
の乾燥調
製、保管
に係る施
設

再編後の利用率
が101.4％以上。
かつ担い手で構
成されている組
織へのサイロ単
位の部分貸与実
施

(平成22年
度)

　　73.7%

(平成23年
度)

68.2%

(平成24年
度)

70.0%

(平成25年
度)

83.7%

(平成25年
度)

　　101.4%

36.1%

再編が着実
に進んでい
るが、利用
率が83.7％
と目標を達
成しなかっ
た。

土地利用
型作物
（稲）

中食・外食
用等向け原
料の契約栽
培取扱量の
割合を30.9
ポイント増
加

(平成21年度)

41.1%

（5871.3t/14
,291.1t×100
＝41.1%）

(平成23年度)

50.4%

（9,119t／
18,093t×100
＝50.4％）

(平成24年度)

41.1%

（7,388t／
17,995t×100
＝41.1％）

(平成25年度)

45.1%

（8,273t／
18,344t×100
＝45.1％）

(平成25年度)

72％

（10,291t／
14,291.1t×
100＝72％）

12.9%

目標達成には
至らなかった
が、3.7ポイン
ト契約取引が
増加し、農家
所得の安定が
図られてきて
いる。

米穀乾燥調製
貯蔵施設
　荷受設備
　乾燥設備
　貯蔵設備
　ほか

979,650,000 425,367,000 554,283,000 H25.9.25

効率的な集荷体制が
確立され、担い手へ
の集約化が図られた
が目標達成に至らな
かった。
目標を達成するため
に、具体的には、
目標①については、
担い手への集約を進
めるため、経営所得
安定対策の制度が一
部変更することに伴
い、認定農業者等へ
の誘導を行政ととも
に行う。これによ
り、担い手の増加が
図られ、その担い手
による施設の利用拡
大に努める。
目標②では、ほっと
もっと、ファミリー
マートなど中外食用
向けの大口需要が今
後も引き続き見込ま
れることから、需要
に応じた米生産、販
売拡大を図る。

担い手への集約が進
んだものの、目標を
達成するまでの集約
には至っていないた
め、地方自治体とも
連携し、「需要に応
じた米生産の推進」
「経営所得安定対
策」の着実な推進を
進めることにより、
担い手への更なる集
約化を図り、施設の
利用拡大及び中外食
用業者からの大口需
要もある契約取引の
向上に向け、事業実
施主体の改善策に
沿って指導を強化し
ていく。

繰
越
事
業

松本市

松本ハイ
ランド農
業協同組
合

土地利用
型作物
（稲（新
規需要米
を除
く））

10ａ当たり物財
費を８％削減

(平成21年
度)

物財費
104,834円
/10ａ

(平成23年
度)

物財費
104,834円
/10ａ

(平成24年
度)

物財費
104,257円
/10ａ

(平成25年
度)

物財費
92,502円
/10ａ

(平成25年
度)

物財費
95,563円
/10ａ

133.0%

10a当り物財
費を11.8％
減少するこ
とができ
た。

土地利用
型作物
（稲（新
規需要米
を除
く））

環境保全型
農業に取り
組む面積の
割合を40ポ
イント増加

(平成22年度)

0ha/230ha×
100＝0％

(平成23年度)

25ha/230ha×
100＝11％

(平成24年度)

25ha/230ha×
100＝11％

(平成25年度)

108.7ha/230h
a×100＝
47.3％

(平成25年度)

94ha/230ha×
100＝40％

118.0%

温湯種子消毒
の取組みによ
り、環境保全
型農業に取組
む面積が
108.7ha(47.3
ポイント増
加）に増加し
た。

水稲共同育苗
施設　鉄骨造
平屋建449.09
㎡
播種設備、出
芽設備、附帯
設備一式

113,757,000 43,336,000 0 10,834,000 59,587,000 H25.1.29

播種精度の向上と健
苗苗の供給により、
育苗苗のロスは減少
した。25年産より、
米の価格が低下し、
付加価値を持った米
の販売が厳しくなつ
た。

物財費の削減につい
て、目標以上に削減
に取り組まれてい
る。環境保全型農業
に取り組む面積につ
いても、目標のとお
り増加しており目標
は達成された。

繰
越
事
業

信濃町
ながの農
業協同組
合

畑作物・
地域特産
物（そ
ば）

契約栽培による
生産数量の割合
が29.4ポイント
増加

生産数量
9.8t/32t＝
30.6％

-
生産数量
26.9t/65.4
t=  41.1%

生産数量
21.0t/21.0
t=100%

生産数量
30.0t/50t
＝60.0％

236.0%

契約栽培に
よる生産数
量は100％で
あり目標達
成できた。
ただし、本
年度は記録
的な湿害に
より、契約
数量に達す
る収穫量が
なかった。

畑作物・
地域特産
物（そ
ば）

10ａ当たり
労働時間を
52％削減す
る

(平成23年度)

3.8h／10ａ
-

(平成24年度)

3.17h/10a

(平成25年度)

2.0h/10a
(47.4％削減)
土壌改
良:0.2h
耕起･播
種:0.4h
畦畔除草:0.4
収穫0.4h
乾燥調
整:0.2h
運搬等:0.4h

(平成25年度)

1.8h／10ａ
90.0%

削減率は
47.4％となり
目標達成出来
なかった。
出荷のあった
生産者はすべ
て利用したた
め、労働時間
の短縮につな
がった。

そば乾燥調製
施設
　乾燥機
　粗選機　他

21,000,000 10,000,000 11,000,000 H24.7.10

契約取引・労働時間
の短縮には一定の効
果を得られたもの
の、天候に持ち込み
量が左右されるた
め、今後はゴミ等の
除去を含め利用促進
に向けた取り組みを
展開する。

労働時間の削減率は
目標に達していない
ものの向上してい
る。また、契約栽培
の生産数量の割合は
目標を大きく上回っ
た。

繰
越
事
業

高森町
みなみ信
州農業協
同組合

果樹

柿

柿の10ａ当たり
収量を15％増加

(平成22年
度)

　1,703㎏
/10ａ

事業未完了
のため実績

なし

24年度実績
1,800kg/10

a

25年度実績
1,387ｋｇ

/10a

(平成25年
度)

1,960㎏/10
ａ

-122.9%
4月凍霜害発
生により実
績が不確定

果樹

柿

10ａ当たり
労働時間を
33.2％縮減

(平成22年度)

298h／10ａ

事業未完了の
ため実績なし

事業完了後、
稼働前のため

実績なし
197/10a

(平成25年度)

199h／10ａ
102.0%

処理加工施設
の導入により
労働力が縮減
された

加工施設・
出荷及び包装
施設１棟

1,250,550,000 595,500,000 655,050,000 H25.2.28

25年度凍霜害により
生産量が減少（ＪＡ
市田柿販売実績計画
対比78.1％）し計画
に達しなかった。
来年度に向け、受益
者への生産指導を徹
底し生産量の確保を
図る。

飯田・下伊那地域の
H25年産の市田柿(干
柿）の単収は前年の
77％と少なく、凍霜
害により原料柿の確
保が難しい状態で
あったことが伺え
る。受益者への生産
指導は濃密に実施さ
れており、災害等の
減収がなければ、単
位当たり収量は増加
の見込み。
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立科町
佐久浅間
農業協同
組合

果樹
　りんご

りんごの全出荷
量に占めるブラ
ンド品種の出荷
量の割合が35.5
ポイント増加

(平成22年
度)

479ｔ
/1,120ｔ＝

42.7％

(平成23年
度)

344ｔ/951
ｔ＝36.1％

(平成24年
度)

1,062ｔ
/1,210ｔ＝

87.7％

(平成25年
度)

1,133ｔ
/1,408ｔ＝

80.4％

(平成25年
度)

1,108ｔ
/1,415ｔ＝

78.3%

105.8%
たてしなりん

ごでの販売

果樹
　りんご

りんごの全
出荷量に占
める契約取
引の割合が
６ポイント
増加

(平成22年度)

0ｔ／1,120ｔ
＝0％

(平成23年度)

5.6ｔ／1,081
ｔ＝0.5％

5.2ｔ/1,210
ｔ＝0.4％

(平成25年度)

84t／1,408ｔ
＝5.9％

(平成25年度)

85t／1,415ｔ
＝6.0％

98.3%
ツルヤ等との
契約

集出荷施設
光センサー１
機

18,900,000 9,000,000 9,900,000 H24.7.20

栽培品種は、「つが
る」「ｼﾅﾉｽｲｰﾄ」「ふ
じ」を柱として、９
月から１２月まで安
定した出荷がされて
いる。カラーセン
サーの更新により、
規格のバラツキも無
くなり更なる有利販
売ができている。ま
た、作業効率の改善
もなされた。

ブランド品種の出荷
量及び契約取引につ
いて、計画どおりに
生産量、取扱いとも
伸び、目標が達成さ
れた。
今後も、有利販売が
推進され産地強化に
繋がるものと思われ
る。

川上村
川上そ菜
販売農業
協同組合

野菜
（レタ
ス）

当該品目の全出
荷量に占める契
約取引の割合を
５ポイント増加

(平成22年
度)

3,897t/10,
474t＝
37.2％

(平成23年
度)

-

(平成24年
度)

4,617t/11,
480t＝
40.2％

(平成25年
度)

4,924t/12,
020ｔ＝
40.9％

(平成25年
度)

4,431t/10,
500ｔ＝
42.2％

74.0%

契約量は増
加したが、
豊作により
出荷量も多
く割合が減
少した為

野菜
（レタ
ス）

当該品目の
上位規格品
の割合が９
ポイント増
加

(平成22年度)

秀品率
79.9％

(平成23年度)

-

(平成24年度)

秀品率
89.9％

(平成25年度)

秀品率
86.3％

(平成25年度)

秀品率
89.0％

70.3%
天候・病気に
より下等級の
増加した為。

真空冷却装置

７パレット・
２槽・１コー
ルド・環境対
策最新型

78,540,000 37,400,000 0 3,740,000 37,400,000
平成24年6
月25日

短時間に予冷出来る
ため、集荷から出荷
までの間の品質低下
を抑える事が出来
た。また、能力アッ
プにより契約量の増
加に対応することが
出来、契約販売の増
加につながってい
る。
出荷量が増加したた
め、数量的には伸び
たが、割合的に目標
達成できなかったの
で、更なる契約取引
の強化を図るように
取り組む。

平成25年は長期にわ
たり干ばつ傾向で推
移したため、レタス
類の変形球やチップ
バーンの発生により
前年に比べ秀品率は
低下したが、かん水
等の技術指導の徹底
により秀品率の低下
は最小限に抑えられ
たと思料する。
また、品温管理の高
度化等により契約取
引の目標数量では達
成するまでに至って
いるものの、全体の
出荷数量が増えたこ
とから、比率として
は未達成となった。
このため、今後とも
栽培管理徹底の指導
に努め、秀品率の改
善が図られ、更なる
契約取引に結びつけ
ることが出来るよう
関係機関との連携を
継続していく。

91.4% 総合所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要領第１の１の（２）のアの（ア）から（ウ）の場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均達成率
県平均での成果目標達成率は、91.4％となった。個別には達成状況が100％を超ええている項目もあるが、達成状況が90％未満の地区については、気象災害（凍霜害）に起因するものもあったが、個別に事業実施主体の状況を踏まえた上で、今後は、改善指導を行い目標が達成するように指導を継続する。
特に、目標達成状況が50％未満の地区については、市町村等の関係機関と連携し、早急に改善が図られるよう事業実施主体の指導を行う。


